労使協定書

  有給休暇制度規定（就業規則第三十九条）の一部の運用を変更することについて

　医療法人青仁会は、雇用している労働者との間に、以下の労働協定を締結することとした。なお、本協定は、予定されている就業規則改定内容を前提として、それらの改定準備期間の補填としての暫定的なものとする。

　有給休暇制度の本来趣旨に則り、取得率を向上し、その趣意を有効に生かすため、以下の改定をおこなう。

１，就業規則三十九条の六に定める申請手続きについて、現行の「14日間以前に申し出する」と定めていることについて、「７日間以前に申し出するものとする」に改める。
　但し連続する複数日を取得する場合は14日間以前に申し出るものとし、さらに連続した５日間以上の有給休暇を取得する意向のある場合は、業務支障を最小限とするため当該月の勤務シフトを組成する以前に部署管理者に相談すること。

２，有給休暇の取得率を向上させるため、年間有給休暇付与数の半分と前年度からの繰り越しした日数の合計分について、有給休暇年度当初(4月初旬)に年間の有給休暇取得予定についての計画を、職員の意向を踏まえて策定し、年度内の有給休暇日の指定をおこなう。
　なお、指定した予定有給休暇日を変更する場合は、当該日の14日間以前に申し出て前後７日間の期間内で日程の変更することができる。
(2019年度から法制化された5日間の時季指定取得（三十九条の八）は、これらに含むものとする)

３，前述１に関わらず就業規則三十九条の七に定める、「当日申告による有給休暇取得（いわゆる欠勤等補填）」の要件については、以下に改める。
　１）本人・配偶者・子供・本人の両親及び義父母の傷病等により急な病院受診が必要になった場合、およびこの病院受診に連続して同様事由により療養が必要になった場合（病院受診前の体調不良期間を含む）
 ２）急な体調不良により就労が困難となり休養が必要となった場合（病院受診不要）
 ３）家族や親戚、および知人の通夜・葬式へ参列する場合
　４）子供の看護休暇制度(育児介護休業法)にて休暇を取得する場合(本来無給)
　５）感染症流行や災害等で、子供の通う学校が急遽休校あるいは短縮登校となった場合（保育所・幼稚園を含む）
　６）要介護状態にある家族の介護を行う職員が介護休暇制度(「育児介護休業法」を利用して休暇を取得する場合(本来無給)
　７）緊急的な要件で、役所や金融機関などの手続きを急ぎ行う必要が生じた場合

４，年次有給休暇の５日間分については、半日単位での取得をおこなうことができる。
　この場合の半日とは、始業時間と終業時間のいずれかから起算し連続した、1日の就業時間の1/2の時間とする。なお、半日有給の使い残しは切り捨てし次年度に繰越をしない。

有効期限
　この協定の有効期限は2026年4月16日から2027年4月15日までとする。
　ただし、就業規則の改定により、本協定内容による修正が加えられた場合は、役割を終えることから当該期間内であっても本協定を廃するものとする。



　　2026年　　月　　日
　医療法人青仁会
　　　理事長　　　　　　　　　　　　　　  　　　　（印）
　　　選任職員代表者　　　　　　　　　　 　 　（印）
